
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特宇」L営剰活動法 Svears

1 事業の成果
がん患者とその家族の社会復帰支援を目的に、ウェブサイ トの運営・管理、テレビ電話会議施設の運
営・管理業務を行った。一方、コロナ渦のため、イベントの開催は出来なかった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 3,730】 千円)

(2)そ の他の事業

該当なし

(事業費の総費用 【   0】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

患者 とその家族

が必要とする情

報 0サービスを提

供する事業、及び

当該情報等の収

集、分析、運営・

管理事業

① ウェブサイ ト、テ
レビ電話会議施
設等を利用 した
相談・質問の運
営 。管理事業
② 体験者情報の提
供を目的とした
ウェブサイ トの
運営・管理事業
③ がん患者同士の
交流を目的とし
たサロンの開設・
運営

毎 日 ウェブ
サイ ト
上

3人 がん患者、及
び患者家族

不特定多数 3,730



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 2年度
事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合)

施設等受入評価益
3,960,690

0

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

広告宣伝費
システム維持運営費
イベント開催・運営費
印刷製本費
地代家賃
支払手数料
通信費

3,300
0

0

494,3621

1,356,6601

419,321
382,

保険料
会議費 1,084

水道光熱費
即時償却 183,211

27,

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

1:,人 件 責 :

35,470
2,615
80,690
22,254
2,200

i消耗品費
_諸会費

租税公課
支払手数料



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法,\ Syears

113,0551

現金 10,864,025
91,000
0

未収金
棚卸資産
前払費用

一括償却資産 593,964

ソフ トウェア

借地権

ｎ

ｖ
０

）敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 11,852,

未払金

預り金
2,750

長期借入金
退職給付引当金
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【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 11,852,

正味財産額
財産増減額



16 Ｒ

）

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 5years

重要な会計方針
｀
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (平成23年 11月 20日 一部改正NPO法人会計基準協議会)に よつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産  建物、建物付属設備及び構築物については定額法、その他は全て定率法によっています。
無形固定資産  定額法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目

患者とその家族が必要とする情報 。

サービスを提供する事業、及び当該情
報等の収集、分析、運営・管理事業

事業部門計 管理部門 合計

3,960,690

0

3,960,690

0

107 107

0

3,960,690

0

3.960.690 3,960,690 107 3,960,797

3,300

0

0

0

494,362
1,356,660
419,321
382,735
268,666
593,963
183,211

27,183
0

1,084

0

0

3,300
0

0

0

494,362
1,356,660
419,321
382,735
268,666
593,963
183,211

27,183
0

1,084

0

0

0

0

0

0

0

0

80,690
35,470
22,254

0

0

0

0

0

2,615
2.200

3,300
0

0

0

494,362
1,356,660
500,011
418,205
290,920
593,963
183,211

27,183
0

1,084

2,615
2,200

3,730,485 3,730,485 143,229 3,873,714
3,730,485 3,730,485 143,229 3,873,714

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(l)人件費
給料手当
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
広告宣伝費
システム開発費
システム維持・運営費

イベント開催 。運営費

印刷製本費
地代家賃
支払手数料
通信費
消耗品費
減価償却費
即時償却費
水道光熱費
保険料
会議費
租税公課
諸会費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 230,205 230,205 -143.122 87,083

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )
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内 容 金 額 算定方法

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
期末においては使途等が特定された寄附金はございません。
したがって、当:法人の正味財産11184%294円 にづいては使途等の制約はございません。

備 考

合計

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７
〓

科 目

1,781,890 593,9630 1,781,890 1,187,926 593,964

有形固定資産
車両運搬具
一括償却資産

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計 1,781.890 593,963 1.187.926 593,964

禾斗目 期首残高 期末残高

合計

科 目 計上された 及び支配法

3,960, 500,888

内、役員と
の取引

2,750

(活動計算書)
受取寄付金
受取助成金
活動計算書計

(貸借対照表)
未払金

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法 r\5 y c a r e

10,864,025

l13,0551

現金預金

三菱UFJ銀行普通預金
未収金

前払費用
サロン家賃

189,803
10,563,409
60,813
50,000

91,000・

113,055.

受取寄付金未収金

手元現金
みずほ銀行普通預金
三井住友銀行普通預金

棚卸資産
販売用寄附物品

593,964
593,964

サロン開設備品等―式

トウェソ

・
借地権

サロン敷金

一金付一貸

190,0001

【A】 資 産 合 計 ①+② 11,852,

2,750

源泉徴収税

未払金
事務用品購入 。打合せ費用その他

預り金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 11,849,



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度役員名簿

豊塑壁皿二塾塁 _二
=L皇
」国Lュ

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

□ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□ 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役  名
どちらかに
○

(フ リガナ )
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記
入 )氏   名

1

オオクボジュンイチ 令和1年 8月 1日

令和2年7月 31日
大久保淳一

2

ハシモ トユウゾウ 令和1年 8月 1日

令和2年7月 31日
橋元祐

3
|

ウルシハラリョウイチ 令和1年8月 1日

令和2年 7月 31日
漆原良一

４

‘

ヒデカズヒロ 令和1年8月 1日

令和2年 7月 31日
秀一浩

Ｅ
υ

理事

ワダハジメ

和田太

令和1年 8月 1日

令和2年7月 31日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人5years

氏   名

大久保淳一

2 和田太

3 橋元祐
三

4 漆原良
一

5
秀一浩

6 大久保英子

7 高橋秀明

8 石川幸太郎

9 山本晃

10
DFG株式会社
代表取締役大久保淳一

11

12


